
特定事業主名：我孫子市

１．全職員

職員区分 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

任期の定めのない常勤職員 93.0%

任期の定めのない常勤職員以外 97.1%

全ての職員 75.1%

２．「任期の定めのない常勤職員」に係る追加的な情報
　※　地方公共団体における「任期の定めのない常勤職員」の給料については、各地方公共団体の条例で
　　定める給料表に基づき一律に決定されており、同一の級・号給であれば、同一の額となっている。
（１）役職段階別

役職段階 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

本庁部局長・次長相当職 98.6%

本庁課長相当職 97.8%

本庁課長補佐相当職 98.5%

本庁係長相当職 96.4%

（２）勤続年数別

勤続年数 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

　３６年以上 95.4%

　３１～３５年 93.7%

　２６～３０年 89.3%

　２１～２５年 90.9%

　１６～２０年 93.5%

　１１～１５年 91.6%

　　６～１０年 93.7%

　　１～　５年 96.5%



【説明欄】
全職員に係る男女の給与の差異に係る主な要因
【任期の定めのない常勤職員について】
・管理職（課長補佐相当職以上）の職員に占める女性の割合が男性よりも低いこと（男性７８.０％、女性２２.０％）
・扶養手当や住居手当について、世帯主や住居の契約者となっている男性に支給している場合が多く、扶養手当の受給者
に占める男性の割合は８５.３％、住居手当の受給者に占める男性の割合は６３.６％である。

【全職員について】
・任期の定めのない常勤職員以外の女性比率が高いこと。
　全職員の内訳：
　男性　「任期の定めのない常勤職員」８０.２％　「任期の定めのない常勤職員以外の職員」１９.８％
　女性　「任期の定めのない常勤職員」４３.０％　「任期の定めのない常勤職員以外の職員」５７.０％

勤続年数別の男女の給与の差異に係る主な要因
【３６年以上】
管理職割合が女性５０.０％、男性６１.８％となっていることが主な要因
【３１～３５年】
管理職割合が女性３４.６％、男性５３.１％となっていることが主な要因
【２６～３０年】
管理職割合が女性２１.４％、男性４０.０％となっていることや、給与に影響のある休職（育休や部分休業等）を取得した
女性が７.１％、男性が０％であることのほか、時間外勤務手当の年間平均額が女性３６８,５１８円に対し、男性６２６,
１３２円と乖離していることが主な要因
【２１～２５年】
給与に影響のある休職（育休や部分休業等）を取得した女性が１０.３％、男性が３.８％であることのほか、時間外勤務手
当の年間平均額が女性３４３,６７３円に対し、男性６６２,１０７円と乖離していることが主な要因
【１６～２０年】
管理職割合が女性２.６％、男性２４.４％となっていることや、給与に影響のある休職（育休や部分休業等）を取得した女
性が２３.７％、男性が２.６％であることが主な要因
【１１～１５年】
給与に影響のある休職（育休や部分休業等）を取得した女性が３６.７％、男性が５.４％であることのほか、時間外勤務手
当の年間平均額が女性２３３,１８５円に対し、男性４７２,１２７円と乖離していることが主な要因
【６～１０年】
給与に影響のある休職（育休や部分休業等）を取得した女性が３８.１％、男性が１７.３％であることのほか、時間外勤務
手当の年間平均額が女性２４３,６３６円に対し、男性３５９,２４６円と乖離していることが主な要因
【１～５年】
給与に影響のある休職（育休や部分休業等）を取得した女性が１４.５％、男性が３.２％であることのほか、時間外勤務手
当の年間平均額が女性１７１,１７１円に対し、男性３５０,５６６円と乖離していることが主な要因

＊　職員の給与の男女の差異に用いる職員数について、短時間勤務の職員は、常勤職員の所定勤務時間（週
　３８時間４５分）を基礎に勤務時間による按分によって算出している。（例：短時間勤務職員（週３１時
　間勤務）→４／5人）
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